
改正の概要 

 令和 5年 3月 30日に労働基準法施行規則

及びそれらに関する関係告示が改正され、

その施行は令和 6 年 4 月 1 日となっていま

す。今回はその中でも実務上特に重要と思

われる「労働条件明示事項の追加」を中心

に解説したいと思います。また、労働条件

明示事項の追加に関しても、すべての労働

者を対象とするもの、有期契約の労働者を

対象とするもの、さらに、更新時に無期転

換申込権が発生するかどうかで明示の内容

が変わるものがあります。 

労働条件明示事項の追加 

① 就業場所・業務の変更の範囲 

 今回の省令の改正で、すべての労働者に

対し、すべての労働契約の締結と有期契約

における更新のタイミングで「雇入れ直後」

の就業の場所及び業務の内容に加え、これ

らの「変更の範囲」についても明示が必要

とされます。 

② 通算契約期間又は更新回数上限の明示 

これはパート・アルバイトなどの有期契

約労働者が対象になります。これが施行さ

れると、なし崩し的な更新が事実上できな

くなりますので、実務上大きな影響を及ぼ

すことが予想されます。 

 

③ 無期転換ルールに関する明示 

 無期転換ルールの確認ですが、有期契約

が 5 年経過すると、6 年目以降に有期契約

労働者が希望すれば、会社は無条件に有期

契約から無期契約に転換しなければならな

い義務が生じます。今回の省令改正では、

「無期転換申込に関する事項」「無期転換後

の労働条件」について、明示が義務付けら

れます。 

その他の改正事項 

① 裁量労働制に関する改正 

 今回の改正で、専門業務型裁量労働制及

び企画業務型裁量労働制いずれにおいても、

多岐にわたる省令改正が行われていますが、

その内容は、訓示的なものが多いため、こ

こでは内容については割愛します。 

② 職業安定法関連の省令改正 

 職業安定法関連の省令改正については、

一般の事業者にも適用されるものがありま

すので、社員募集などの際に念のための確

認が必要になります。求職者に明示しなけ

ればならない事項（従事すべき業務の変更

の範囲、就業の場所の変更の範囲、有期契

約を更新する場合の基準に関する事項）が

追加されます。 
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ご存じですか？ 労基法の改正 

まずは、「何が変わ

るのか」を知ってお

きましょう 
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